
上記①から④を総合すると、「理想の交替制査察員モデ
ル」とは、「自立した査察員モデル」ですが、その育成が
このシステムの最終目標です。

（２）ＳＴＥＰ（ステップ）システムのフロー

「自立した交替制査察員」（SELF-SUPPORT）を 
目標に

交替制査察員の査察技術を確認（TEST）して 
査察員の現有能力を把握する。

（具体例：査察技術効果確認）

目標とする能力と現有能力とのギャップを認識した
うえで、そのギャップを埋めるために上記効果確認

の結果を踏まえた教育を実施（EDUCATION）する。

（具体例：教育資料等の作成、教育の実施）

上記を踏まえて更に高い段階的計画 

（STEP UP PLAN）を作成する。

（具体例：査察計画及び効果確認の変更）

各段階においては、実際の立入検査において 
査察技術を確認する（自立した交替制査察員に 

対する完成度の確認）。

（具体例：査察専従員の立入検査の同行・チェック）

渋谷消防署管内の査察対象物数は非常に多いうえ、多
数の雑居ビルを有する渋谷センター街や竹下通りなどの
日本有数の繁華街があります。一方、この先、査察員の
増員は見込まれず、現有査察力により対応しなければな
りませんが、大量退職により、査察に精通したベテラン
職員が減少しているため、査察技術の低下が問題となっ
ています。

予防行政の根幹である立入検査の重要性を考えます
と、１件でも多くの適正な立入検査を実施し、確実に違
反是正や違反処理を推進しなければなりませんが、現実
とのギャップが大きいです。

現在、交替制査察員が実施している査察は、そのうち
違反がない対象物、違反があるとしても軽微な違反があ
る対象物を主として実施しています。また、困難な事案
に遭遇した場合には、査察専従員が引き継いで対応して
いるのが現況です。

これらに加えて、交替制査察員の査察技量の確認や
査察教養といった査察技術向上の場も少ないことが現
実です。

いかにして、現有査察力で対応できるかについて思考
を巡らしているとき、「一定レベルの査察専従員の技術
を引き上げるよりも、一定レベルに達していない交替制
査察員の技術を引き上げる」ことこそ、総合力を効果的
に向上させることができるという結論に達しました。

そのためには、交替制査察員の技術の向上を多面に
わたりサポートすることにより、ある一定レベルまで
交替制査察員の技術を引き上げる仕組みを構築するこ
とです。

その仕組みとは、まさしく交替制査察員査察技術支援
システムで、いわゆる以後説明するＰＤＣＡサイクルを
活用したＳＴＥＰ（ステップ）システムです。

（１）理想の交替制査察員モデル
前１で「ある一定レベルまで交替制査察員の技術を引

き上げる」と記載しましたが、一定レベルとは次に示す
「理想の交替制査察員モデル」です。では、「理想の交替
制査察員モデル」とは何か。以下の４項目を満足する査
察員です。

① 円滑に立入検査を誘導できる査察員 
（接遇・交渉力・説明力・論理力）

② 違反を的確に指摘できる査察員 
（幅広い予防知識・問題意識）

③ 躊躇なく消防吏員命令を発令できる査察員 
（判断力・折衝力）

④ 違反是正を積極的に推進できる査察員 
（積極性・情熱・問題解決力）

理想の交替制査察員モデル

ＳＴＥＰ（ステップ）システムとは

はじめに —渋谷消防署の査察現況と課題—
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交替制査察員査察技術支援システムの構築について
〜ＳＴＥＰシステム〜



交替制査察員の査察技量向上を目標に考えたＳＴＥＰ
システムでありますが、以後、このシステムを用いた渋
谷消防署の取組と検証について説明します。
「自立した交替制査察員」（SELF-SUPPORT）を目標

として以下の（１）から（５）までを取り組んでいきます。
（１）査察技術効果確認（Ｔ段階）　

ア　効果確認の概要
交替制査察員の査察技術を把握する段階であります

が、当署では以下のような効果確認を実施しました。（写
真１参照）

イ　効果確認のフロー
実際の立入検査を想定して、事前準備から立入検査結

果通知書交付までを効果確認の範囲とし、フローは次の
３段階とする。

第１段階　　事前準備
付与した情報（出向資料、防火管理マスタ、図面等）

をもとに、事業所現況表を作成して、効果確認当日に審
査員に提出。

第２段階　　立入検査（階段から地下１階飲食店）
関係者に対する質問により情報を収集します。飲食店

内の立入検査（火気設備、消防設備など）を実施すると
ともに階段内の物件存置に対して消防吏員命令を発動し
て公示します。

第３段階　立入検査結果通知書の交付
効果確認日以後、「立入検査結果通知書」を店長役に

説明を交えて交付します。
ウ　違反箇所の想定

想定対象物は、新宿区歌舞伎町火災、杉並区高円寺南
火災等を踏まえ、雑居ビルの地下１階飲食店で階段は一
系統にしました。　　 

また、違反箇所は、過去に立入検査で指摘した違反を
参考に見落としやすい違反等を中心に想定しました。（写
真２・３参照）
エ　消防吏員命令発令能力の向上策（吏員命令発令基

準表の策定）
本効果確認を行うに際して、交替制査察員の「消防吏

員命令発動力」を向上するために以下の取組みを試みま
した。

その取組についてここで説明する前に、「何故、交替
制査察員は吏員命令発令に逡巡するのか？」を考えると、

現行の査察規程事務処理要綱では、

写真１　効果確認の風景１

自立した査察員

査察技術
効果確認 教育の実施 計画の作成

SELF

TEST PLANEDUCATION

SUPPORT

図１　ＳＴＥＰ（ステップ）システムのフロー

日 　　  時：  平成24年10月11日（木）及び13日（土）
場 　　  所：  地下１階体育訓練室及び階段　　
確 認 対 象：  ２部中隊（９隊）
確 認 概 要：  ①小隊査察の実施要領の確認　
 ②消防法第５条の３の命令発動要領の確認
 ③事前準備、立入検査交付要領及び各種書 
 　類の確認
確 認 時 間：  50分
想定対象物：  雑居ビル地下１階飲食店（階段一系統）
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「火災の予防に危険であると認める危険物又は放置
され若しくはみだりに存置された燃焼のおそれのあ
る物件」の例として「階段室、廊下、通路等避難施
設内を倉庫又はクローゼット代わりに使用し、下記
の物件のいずれかが存置されている場合　

・大量の化繊衣装　・古新聞、ダンボール、ビールケー
ス等の大量の可燃物など」

「消防の活動に支障になると認める放置され若しくは
みだりに存置された物件」の例として「物件が存置
されていることにより、一人でさえ通行することが
困難な場合」

という消防吏員発令要件が記載されています。

しかし、これでは、具体性が乏しいです。吏員命令を
的確に実施するには、要綱に記載されている物件の現況
のほかに、地域特性、発令時間帯、階段の系統、過去の
状況などの「発令ファクター」を総合的に判断する必要
があります。そのため、具体的な判断基準が記載された

「吏員命令発令基準表（以下「命令基準表」という。）」
を活用して、迅速的確に吏員命令が発令しやすい環境を
創出する必要があります。（図２参照）
カ　交替制査察員効果確認の結果

交替制査察員効果確認の結果は以下の通りです。
—効果確認結果のまとめ—
防火管理関係は基本的に良好で、設備関係は知識不足

という弱点が見られました。また、中・小隊長の指揮、
対応要領、隊員等の基本的な行動要領に格差が見られた
ほか、誤った知識で指摘するなど訓練不足と思われる小
隊も散見されました。

（２）交替制査察員に対する教育の実施（Ｅ段階）
各隊は効果確認の結果を参考に、実際の立入検査に反

図２　吏員命令発令基準表

写真３　想定違反箇所（階段内物件存置）

写真２　想定違反箇所（天蓋　清掃不良）
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映できるように知識等の取得に努める必要があります
が、以下に示す教育支援体制を構築することが重要です。
ア　最優秀隊を撮影したＤＶＤの作成

効果確認の際に全隊撮影しましたが、優秀隊の映像を
ＤＶＤ化して教育資料を作成しました。
イ　効果確認結果を踏まえた教育資料の作成

教育資料は、効果確認で把握した弱点に対する教育を
主眼として、初心者レベルのものとしました。

今回、作成した教育資料「交替制査察員のための教養
講座」は８編編成40ページの小冊子ですが、以下に小
冊子の表紙及び目次を示します。（図３参照）

ウ　教育の実施
上記ア及びイを両輪として実施隊はもちろん全隊に対

して教育を実施して、全交替制査察員の査察技術のレベ
ルアップを図りました。具体的には、訓授後の教養時間
に優秀隊のＤＶＤを放映するとともに、各隊に巡回教育
を実施します。

（３）自立した交替制査察員への最終チェック
次に最終の段階に移りますが、交替制査察員の自立度

を査察現場にて確認しました。
具体的には、査察専従員が小隊査察に同行の上、これ

までに修得した査察技術をチェック表を活用してチェッ
クします。

（４）計画の見直し（Ｐ段階）
以上を踏まえて、更なる上位を目指してSTEP UPさせ

た計画を作成します。具体的には、ＳＴＥＰシステムの
実施内容や（想定用途を変更するなど）年間査察計画の
見直しを図ります。

（１）ステップ（ＳＴＥＰ）システムの効果について
ア　効果１

効果確認直後に、緊急確認現場及び小隊査察時に階段
内に多量の物件が存置されていることを現認したため、
迅速に消防吏員命令を発令した事案が２件ありました
が、効果確認の効果が顕著に表れた事例といえます。
イ　効果２

渋谷センター街繁華街一斉査察で、交替制査察員が積
極的に消防吏員命令を発令しました。
ウ　効果３

小隊査察による違反指摘件数は昨年においては252件
であったが、今年は429件で昨年の１．７倍に上昇し、
改修率についても昨年度に比べて１．２倍上昇しました。

（２）ＳＴＥＰ（ステップ）システムの成果について
このシステムにより、交替制査察員の弱点を把握する

とともに、弱点に合わせた解りやすい教育資料を作成す
ることができ、その教育資料により知識向上を図り、交
替制査察員が自信をつけて積極的に立入検査に取り組む
ことができました。また、査察専従員任せがなくなり、
専従員は本来の業務に専念することが可能となりまし
た。更には、副次的に修得した知識が災害対応や災害後
の立入検査にも役立ち、併せて署全体の立入検査に対す
るモチベーションや意識が向上するという波及効果が
あったと考えます。

「はじめに」でも紹介した管内特性に的確に対応する
ためには、限りある人材を有効に活用するとともに、危
険実態を把握できる査察員を養成する必要があります。

そのため、「自立した査察員の育成」を目標に、「査察
技術効果確認を中心に創意工夫のある教育、立入検査に
おける実践上のチェック」というＰＤＣＡサイクルを取
り入れたＳＴＥＰシステムを繰り返し実施することが効
果的であります。 

この取組は、即効性は期待できないかもしれませんが、
長期的視野に立って、大量退職による査察技術の低下を
防止するとともに、増大する査察行政に着実に応えるも
のです。併せて、この取組が都民の期待に的確に応える
ことができるものと確信しています。

図３　小冊子（表紙及び目次）　　
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